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研究成果の概要（和文）：  本研究では、中国・米国・英国・ドイツ・タイ、さらにはベトナムにおいて、日系
進出企業とそこに勤務する現地採用日本人社員(日本人SIEs: self-initiated expatriates)の双方に対してアン
ケート調査・ヒアリング調査を実施し、日本人SIEsのバウンダリー・スパナーとしての可能性を探るとともに、
彼(彼女)らに対する人的資源管理の現状と課題について考察した。

研究成果の概要（英文）：We conducted questionnaire and interview surveys of both Japanese-affiliated
 companies and their Japansese self-initiated expatriates (Japanese SIEs) in China, USA, UK, 
Germany, Thailand, and Vietnam. We explored the potential of Japanese SIEs as boundary spanners as 
well as reality and challenges of human resource management towards them. 

研究分野： 国際人的資源管理論

キーワード： 現地採用日本人　在外日系進出企業　国際人的資源管理　駐在員　バウンダリー・スパナー　規範的統
合　制度的統合

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
  調査した6ヶ国の日系進出企業に勤務する現地採用日本人社員(日本人SIEs)は、日本人駐在員(assigned 
expatriates)と比べて、ホストの言語により精通し、ホスト国において長い在住・就労経験を有することから、
「バウンダリー・スパナー」としての可能性を秘めた人材集団であると考えられる。他方、人的資源管理面では
「規範的統合」(グローバルな経営理念の共有化)と「制度的統合」(人事制度のグローバル共通化)を通して、彼
(彼女)らの「グローバル・マインドセット」(全体最適の思考・行動)を育み、「バウンダリー・スパニング機
能」を促進していくことが重要であると言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 本国人の「海外派遣」と現地人の「登用」(「現地化」)を巡る諸問題が顕在化する一方で、人
材のグローバルな移動が活発化する中、多国籍企業の新たな人材オプションとしての「現地採用
本国人」(self-initiated expatriates: SIEs)に対する関心が高まっている。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では、在外日系進出企業に勤務する日本人 SIEs の実相と彼(彼女)らに対する人的資源
管理の現状と課題を明らかにし、日本企業と SIEs の関係が win-win となるための方途を探る。 
  
 
３．研究の方法 
 文献研究に加え、中国・米国・英国・ドイツ・タイ、さらにはベトナムにおいて、日系進出企
業とそこに勤務する現地採用日本人社員(日本人 SIEs)の双方に対してアンケート調査・ヒアリ
ング調査を実施した。 
 
 
４．研究成果 
調査対象となった 6 ヶ国のうち、研究成果の詳細な分析が完了した中国における現地採用日

本人の活用について、アンケート調査結果・ヒアリング調査結果の報告を行う。 
 アンケート調査は在中国日系進出企業=188 社、現地採用日本人社員=121 名から回答を得た。
また、ヒアリング調査は在中国進出企業の日本人駐在員及び日本人 SIEs の双方(合計 30 名)に
対して実施した。 
 
(１)在中国日系進出企業における現地採用日本人の「雇用・活用」を巡る状況 
 現在日本人 SIEs を雇用している企業は 26.6%で、過去に雇用したことがある企業を加え
ると 42.6%となった。また、現在は雇用していない企業のうち 39.4%が「今後雇用したい」
と回答した。日本人 SIEs を雇用する理由としては、「日本人の考え方・ビジネスマナーに対
する理解」や「日本語能力」など「日本人性」に関わる項目が上位に来た。一方、「今後も
雇用するつもりはない」と答えた企業では「中国人の日本語人材」に日本人性を求めている
様子が窺えた。これらのことから、日本人 SIEs と中国人の日本語人材は労働市場において
競合関係にあるのかもしれない。 
そして、日本人 SIEs の雇用に対しては、「非製造業」「中国内の主要顧客として日系企業・

日本人を抱えること」「日本生まれの日本人総経理」が日本人 SIEs の雇用に対してプラス、
「日本人駐在員比率」「日本語能力を重視した中国人経営幹部・管理職の採用・登用」がマ
イナスの影響力を有することが分かった。 
加えて、日系進出企業は「自社の SIEs の働きぶり」に関して、｢勤勉･誠実･時間に正確｣

といった日本人性を見出すとともに、｢取引先の日系企業･日本人への対応面｣での貢献も高
く評価している。また、日本人駐在員･日本本社･中国人社員との｢信頼関係｣の面でも高いス
コアが示された。SIEs に対する企業側の不満点に関しては、先行研究で指摘されてきた｢思
考･行動の過度の現地化｣や｢強い転職志向｣といった事項に関する限り、企業側は大きな問
題点を感じているようには見えなかった。 
 
(２)在中国日系進出企業に勤務する現地採用日本人の属性 
①性別 
現地採用日本人の 39.7%が女性であった。上で見た日系進出企業調査の回答者である日本

人駐在員は全員が男性であることに鑑みると、海外勤務を志向する女性にとって、SIEs は
キャリア上のオプションの 1つになりうると考えられよう。 
 
②年齢層と婚姻状況 
年齢層は、20 代=9.1%、30 代=41.3%、40 代=28.1%、50 代=16.5%、60 代以上=5.0%であっ

たが、男性では 50代以上が 34.2%を占めるのに対し、女性では僅か 2.1%となるなど、有意
差が検出された。 
婚姻状況は、「既婚(家族同居)」が 43.8%で最も多く、「独身」が 38.8%、「既婚(単身赴任)」

が 17.4%となった。男女別に見ると、女性では「独身」が過半数(56.3%)に達したが、男性の
それは 27.4%に留まった。他方、「単身赴任」は、男性が 26.0%であったのに比べ、女性では
4.2%と低くなるなど、有意差が認められた。 
 
③職位 
一般職=32.2%、専門職=5.8%、係長レベル=10.7%、課長レベル=16.5%、副部長･部長代理レ

ベル=9.9%、部長レベル=15.7%となり、副総経理･総経理も少数(各々4.1%･2.5%)ながらあっ
た(他に顧問･相談役が 2.5%)。上位職(課長以上)の全体に占める比率が 51.2%に達したこと
から、SIEs にも要職に就く者が相当数いることが分かる。但し、男女別に見ると、女性で



は「一般職」が半数強(52.1%)であるのに対し、男性では「一般職」「課長レベル」「部長レ
ベル」がいずれも 19.2%とバラツキが見られた(有意差を検出)。 
 
④主たる担当業務 
「営業･販売･マーケティング」が 51.2%でトップとなり、第 2位は「物流事務」(16.5%)、

第 3位は「カスタマーサポート」(15.7%)が続いた(複数回答可)。第 4位は「経営企画･事業
開発･調査」と「コンサルティング」が 12.4%で並んだ。男女別では 1位は同じであったが、
男性は「研究開発･設計」が 2位、女性は「カスタマーサポート」が 2位、「総務･庶務」「物
流事務」が同率 3位、「日本人駐在員の秘書･アシスタント」「通訳･翻訳」が同率 5位となる
など若干様相が異なった。 
 
⑤帰化と永住権に関する状況 
回答者のうち 9.9%は外国籍から帰化した日本人で、元の国籍は中華人民共和国が 83.3%

を占めた(残りは韓国)。また、中国永住権を持つ者は僅か 5.0%であった。いずれについて
も、男女別の有意差はなかった。 
 
⑥処遇に関する状況 
「現地法人採用待遇で有期限契約」が 81.8%と圧倒的に多く、「現地法人採用待遇で無期

限契約」は 14.9%に留まった。なお、「駐在員待遇」は 0.8%にすぎなかった。 
給与水準(賃金･ボーナス)は、「同一ランク･同一職務の中国人社員よりも良い(駐在員と

中国人社員の中間レベル)」が 61.2%を占めて第 1位となり、次いで「同一ランク･同一職務
の中国人社員と基本的に同じ」が 14.0%、「日本人駐在員と基本的に同じ」が 10.7%という順
であった(「駐在員や中国人社員の給与水準を知らない」も 10.7%)。 
また、給与以外に支給されている手当等については、「医療費補助や海外傷害保険への加

入」が最多で 71.1%、以下「日本への一時帰国手当」(31.4%)、「住宅手当」(23.1%)、「社用
車」(7.4%)、「社宅」(5.8%)、「日本語能力手当」(2.5%)、「中国語能力手当」「英語能力手当」
(ともに 0.8%)となった(複数回答可)。なお、「全く支給されていない」は 15.7%であった。
男女別に見ると、1 位～3 位は同じであるが、いずれも男性の数値の方が高かった。他方、
「全く支給されていない」は女性(27.1%)が男性(8.2%)を大きく上回った。 
 
(３)現地採用日本人の「バウンダリー・スパナー」としての可能性及び「キャリア」「職務
満足」を巡る状況 
アンケート調査の結果、日本人 SIEs は日本人駐在員(assigned expatriates: AEs)に比

して、「中国での長い在住・就労経験」を有するとともに、中国への「留学経験者」が多く、
「中国語能力」にも優れることが分かった。｢バウンダリー･スパナー｣の共通要件が複数の
言語能力の保有と複数の文化的スキーマの内面化であることを想起すると、日本人 SIEs は
日中の文化の橋渡し役となる可能性を秘めた人材集団である旨が示されたと言えよう。 
また、キャリアの面では、中国への「移動理由」は「海外勤務を通してキャリアアップに

つながる知識･スキルや経験を身につけるため」、「中国語能力を活かして仕事をするため」、
「異文化体験(中国での生活･就労の体験)をするため」といった「積極的動機」が支配的で
あった。また、3年後の居住地に関しては、「中国に引き続き住んでいたい」(43.0%)が最多
で、第 2位は「日本へ帰国していたい」(24.8%)、第 3位は「分からない」(19.8%)であった。
そして、3年後も中国への在住を希望する者については、現勤務先への「定着志向」が強い
ことが分かった。他方、「職務満足」に関わる状況を見ると、全体としての回答は肯定的で
あったが、日本企業には「衛生要因」よりも「動機付け要因」への対処において改革の余地
があるように思われる。さらに、「キャリアアップの可能性と成果の認知」及び「良好な対
人関係」が SIEs の「定着率向上」に資することが示唆された。 
 

(４)日本人 SIEs の「バウンダリー・スパニング機能」の規定要因 
日本人 SIEs の「バウンダリー・スパニング機能」(日本人駐在員と中国人社員の橋渡し、

及び中国現地法人と日本本社の橋渡し)を規定する要因を探るべく、先行研究に基づき、「個
人的要因」(中国語能力や中国文化への精通)と「組織的要因」(人的資源管理)の双方を包含
する概念モデル(仮説)を構築し、それを日系企業アンケートのデータセットを用いて検証
した。分析の結果、「中国語能力」「中国文化への精通」及び「グローバル・マインドセット」
が日本人 SIEs のバウンダリー・スパニング機能に影響することが分かった。また、グロー
バル・マインドセットの涵養には、国際人的資源管理における「規範的統合」「制度的統合」
を通してもたらされる「信頼関係」と「グローバルなキャリア機会」が寄与することを統計
的に示した。 
 
(５)ヒアリング調査報告 
日系進出企業(日本人駐在員)と現地採用日本人の双方に対してヒアリング調査を実施し、

アンケート調査で得られた知見の背後に存在する諸要因に関して検討を加えた。分析方法
としては、質的調査のための手法である「修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ



(Modified Grounded Theory Approach: M-GTA)」を用いた。その結果、SIEs を雇用する背
景には「日本人駐在員(AEs)を巡る問題」「中国人社員(host country nationals: HCNs)の限
界」「日系顧客への対応の必要性(日系顧客の要求)」があることを指摘するとともに、SIEs
の魅力として、「日中両国の言語・文化の理解」「AEs より長い時間軸で中国に滞在」「AEs よ
り安い人件費」「AEs と HCNs の双方に接点」を提示した。また、SIEs のバウンダリー・スパ
ニング機能については、アンケートで検証した「AEs と HCNs の橋渡し」「中国現地法人と日
本本社の橋渡し」に加え、「中国社会との橋渡し(AEs の異文化適応支援)」も抽出された。
そして、SIEs のグローバル・マインドセットを育むには、「規範的統合・信頼関係に関わる
施策」と「制度的統合・グローバルなキャリア機会に関わる施策」が重要である点を改めて
示した。一方、SIEs の苦悩として、「AEs 及び HCNs との関係に関わる苦悩」「身分的な人事
制度に対する不満」「将来への不安」を取り上げた。さらに、SIEs 活用を巡る否定的側面に
関しては、「思考・行動の過度の現地化」「HCNs の成長」「就労ビザ取得の困難さ」「能力不
足・目的意識の欠如」「低い定着率・忠誠心」を提示した。 
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